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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本の介護市場および介護保険制度を対象に、需要者、供給者双方の行動を実証
的に検討し、わが国の介護保険制度のあり方を考察したものである。
介護サービス需要者の意思決定として、男女別の介護移住行動とその影響について考察をおこなった。分析の結果、介
護移住者は女性の後期高齢者が主であり、施設介護を求めて移動する結果、流入先の要介護度を引き上げることが明ら
かとなった。供給側の意思決定として市町村を対象に、介護保険料の設定、合併における介護保険料や要介護認定の改
定を分析した。結果として、市町村は周辺自治体の状況に調整すること、合併を利用して機会主義的な設定をおこなう
ことが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The study empirically examines the decision making between elderly and municipalit
ies in the long-term care(LTC) market and the insurance system in Japan. Moreover, I consider of the ideal
 way of the LTC insurance system.
For a demand side, I estimated "Welfare migration" that elderly moves to municipalities with abundant LTC 
facilities by gender and age group. The result shows that the late-stage female elderly played a leading p
art of the welfare migration and the movement depraves the situation at the migration destination. For a i
nsurance side, I investigated a series of research about LTC premium setting by municipalities. The result
s are that municipalities tend to set their premium referring to the premium level of the surrounding muni
cipalities. Moreover, two studies empirically consider municipality amalgamation and free-ride behavior ab
out LTC premium setting and eligibility assessments by examining municipality behavior before amalgamation
. 
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１．研究開始当初の背景 
 
 2000 年の介護保険制度施行を契機として、
わが国の介護供給体制は大きく変化した。介
護保険以前の措置制度下では行政に委託さ
れた社会福祉法人や社会福祉協議会が主要
な介護供給主体であったが、介護保険施行に
伴い居宅介護サービス市場などへの営利事
業者の参入が原則的に自由化され、介護供給
量の増大、供給主体の多様化が進展してきて
いる。 
介護分野への営利事業者の参入が本格化

するのに伴い、営利事業者の参入が事業者間
での競争を生みだし、提供されるサービスの
質の向上や事業者の効率化を実現するよう
になったのかという点が問われている。制度
施行から数年が経ち、様々なデータが利用可
能になってきたこともあり、営利・非営利と
いう異なる供給主体が同一の介護サービス
を供給する介護市場の特性に注目した研究
が進められている。 
営利事業者と非営利事業者の提供するサ

ービスの質に差異が存在するのかという視
点からの研究は、Hansmann (1980) におけ
る「契約の失敗モデル」が背景に存在するも
のが一般的となっている。わが国における研
究では、Noguchi and Shimizutani (2002)、
清水谷・野口 (2004) が存在する。これら研
究では、利潤獲得を動機としない非営利事業
者の賃金水準は高く、供給するサービスの質
も高いと指摘している。一方で内閣府 (2002) 
や鈴木 (2002) では、事業者の新旧、営利・
非営利事業者間でサービスの質に差は存在
しないと結論付けており、営利・非営利間で
の質の問題に関する結論はまだ明確ではな
い。 
 営利事業者の参入と市場の効率性に関し
ては、訪問介護事業者の費用関数の推計おこ
なった内閣府 (2002) が存在し、新規参入事
業者が効率的な運営をおこなっていると結
論づけている。また、Shimizutani and 
Suzuki (2002) では、費用関数の推計の結果、
新規事業者は既存事業者よりも 4割ほどコス
トが低減されており、新規事業者の効率性が
確認されている。さらに、周・鈴木（2004）
では、市場競争が激しいほど効率的になるこ
とを示し、介護分野における競争政策を積極
的に評価している。一方、営利事業者の参入
による競争が非効率性を生じさせていると
する視点として、山内 (2004)、湯田（2005）
では、医療サービス市場において議論されて
きた供給者誘発需要仮説を訪問介護市場に
適用し、競争度の高い地域では事業者が利用
者を掘り起こすことでサービス需要を誘発
させ、訪問介護給付費を増大させている可能
性があることを指摘している。一方、Noguchi 
and Shimizutani (2005) では供給者誘発需
要仮説は成立していないという結果が得ら
れている。 
以上のように、主として訪問介護サービス

を対象に、サービスの質と効率性という二つ
の観点から営利・非営利事業者が混在する市
場の分析が進められてきている。しかし、そ
もそも新規事業者がどのような地域に参入
する傾向があるのか、参入を誘発する地域要
因は何か、営利・非営利で参入行動は異なる
のか、などという点に関する実証分析は進め
られていない。本研究では、「どの地域に」、
「どのような要因で」営利事業者・非営利事
業者が参入するのか、そこに差異はあるのか
という視点で分析を進めることで、地域介護
サービス市場の形成要因と地域間格差につ
いて定量的に把握することを目的とする。 
一方、需要側に注目した「地域間の介護サー
ビス格差と高齢者の「介護移住」に関する実
証研究」では、供給側で考察した地域介護サ
ービス市場の形成と地域間格差を踏まえ、そ
の格差が高齢者の移動に与える影響を検討
する。人口移動と地域（政策）変数との関係
を示した先行研究の多くは、Tiebout(1956)
の足による投票仮説の理論的・実証的検討を
中心に行われてきた。初期の実証研究として
は、Oates(1969)による資本化仮説の検証や、
Cebula and Korn(1975) 、 Cebula(1978, 
1979)による直接的な人口移動の推定が行わ
れてきた。欧米における Tiebout 仮説の実証
研究の焦点は、福祉サービスの地域間格差と
人口移動となっている。具体的な対象として
は、福祉政策に対する人種や所得別の人口移
動、AFDC(Aid to Family with Dependent 
Children)の受給条件の州間での差異と人口
移 動 な ど で あ る 。 Southwick(1981) 、
Gramlich and Laren(1984)、Blank(1988)、
Islam(1989) 、 Enchautegui(1997) 、
Borjas(1999)等の研究では、福祉プログラム
の水準と対象者の移動に正の関係を得てい
る一方で、Schroder(1995)、Levine and 
Zimmerman(1999)等は明確な効果が得られ
ていないとしている。このように対立する見
解は存在するものの、おおむね地域間の福祉
格差は人口移動要因となりえるという結果
が得られている。 
わが国では、この種の研究はほとんど行わ

れておらず、高齢者の移動と介護サービスを
実証的に研究したものは中澤 (2007) 、
Kawase and Nakazawa(2009)、中澤・川瀬
（2011,掲載決定）など、申請者によるものの
みである。本研究では、これら先行研究を拡
張し、(a)「2005 年以降のデータを用いた分
析」、(b)「男女別の移動傾向」、(c)「居宅サー
ビス、医療サービス、介護保険料との関係性」
などに着目することで、高齢者の移動をより
精緻に捉えることを目的とする。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、全国市町村レベルにおい
て介護保険導入以降の地域介護の現状につ
いて実証的な考察を行うことにある。具体的
には、(1)供給側に注目した「営利・非営利の



供給者が混在する地域介護サービス市場の
形成と地域間格差についての実証研究」、(2)
需要側に注目した「地域間の介護サービス格
差と高齢者の「介護移住」に関する実証研究」
を行い、(3)「介護保険制度の在り方について
の考察」を行う。わが国におけるこのような
視点からの研究は、申請者によるもの以外に
は存在せず、学術的な意義はきわめて大きい。
また、団塊の世代が高齢者となる現在、政策
的な意義も大きい。 
 
 
３．研究の方法 
 
上述の先行研究において高齢者の社会移

動を算出する手法と推定方法については確
立しており、一定の評価を得ている。そこで、
本研究では更にモデルと推定方法の精緻化
を検討しつつ、先行研究を拡張する。 
 

(1)地域介護サービス市場形成とサービス格
差の実証分析 
①自治体の地域特性・介護サービス水準と

施設介護事業者の立地行動 
②属性（営利・非営利）別、居宅サービス

事業者の参入行動の分析 
 
(2)介護サービス格差と高齢者の介護移住 
①属性（性別）による移動傾向の把握 
②時系列方向に拡張した分析（2005 年以

降） 
 
(3)需用者側・供給者側の行動を踏まえ、介
護保険制度・財政調整・福祉計画のあり方に
対する批判的考察と政策提言 
 
４．研究成果 
 
(1)地域介護サービス市場形成とサービス格
差の実証分析 
 
 大都市圏の訪問介護事業者の参入行動を
営利・非営利事業者別に推定をおこなった。
見かけ上無関係な回帰（SUR）推定による結
果として、営利事業者は利潤獲得の可能性が
高い地域（相対的に既存事業者が少なく、高
所得の高齢者が多く、従業員の雇用コストが
低い）に積極的に参入する一方、非営利事業
者は低所得地域に参入をおこなっており、両
者の参入行動は補完的であることが明らか
となった。介護保険制度導入において営利事
情者に市場を開放したことは供給面で大き
な正の効果を持つと考えられる。 
 
(2)介護サービス格差と高齢者の介護移住 
 
 男女別・年齢階層別に介護移住を市町村レ
ベルで推定した結果、介護移住者のほとんど
は後期高齢者の女性であることが明らかと
なった。返金余命が長い助成は、パートナー

の死亡等を契機として、介護移住をおこなう
のではないかと考えられる。また、移住の結
果、流入先自治体の平均要介護度がおしあげ
られることが明らかとなった。この結果は、
介護保険制度における住所地特例制度の不
完備を意味している。この状態が続くと介護
供給は「底への競争」となる可能性があるこ
とを指摘した。なお、後の介護保険改正にお
いて住所地特例の対象が拡大された。本実証
結果は、この改正を支持するものでもある。 
 
(3)自治体合併と介護保険制度 
 
 介護保険制度への提言を行う以前の段階
として、2000 年代に急速の進展した自治体合
併の影響を考察した。これは当初の計画には
なかった視点であるが、取り組む意義は大き
いと考える。 
 市町村合併を選択した自治体のうち、特に
小規模自治体は合併後自治体に負担を肩代
わりさせることができる。これは典型的な財
政コモンプール問題、フリーライド行動であ
るが、わが国の自治体合併のケースにおいて
も、合併直前の要介護認定率の引き上げや介
護保険料の抑制などの機会主義的行動が確
認された。 
 また、合併後自治体の効率性哉選択行動に
関しても、自治体の財政状況や高齢化の度合
い、福祉支出等が影響していることが確認さ
れた。特に高齢者の増加は自治体合併の推進
要因となっており、合併後の効率性にも負の
影響を与えている。 
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